
 

中小企業等の人材確保に関する総合的な支援対策の充実 

                                               政策提言先  内閣府        

政策提言の要旨 

地方の産業振興を進めていく上で重要な役割を担う中小企業や小規模事業者にとっ

て、事業拡大や新たな事業展開などの拡大再生産を行うために必要な人材の確保が大変

難しくなってきています。 

特に、全国に先行して人口減少や高齢化が進行する地域では、地方創生を担う新たな

人材の確保が急務となっています。 

こうしたなか、国においては、まち・ひと・しごと創生基本方針においてプロフェッ

ショナル人材の確保や「地方創生人材プラン」の策定など、地方への人材の還流を促す

地方創生の取組を強化することとされております。 

こうした取組に加え、地方公共団体の活動では限界がある都市圏での人材確保の取組と

して、人材のプラットホームの設置と都市部から地方への人材の流れを後押しする支援を

提言します。 

 

 

【政策提言の具体的内容】 

１ 人材のプラットホームの設置 

都市部の中核人材等の情報を国でストックし、地方で必要な人材のマッチングがで

きる仕組みづくり 

 

２ 地方への人材の流れを後押しする支援制度の創設 

  都市部と地方の距離による格差を埋める支援制度の創設 

 

 

【政策提言の理由】 

○ 本県では、平成２７年４月に、国の事業引継ぎ支援センターの機能に加えて、県独

自で移住施策と連動した事業承継や事業拡大のための中核人材等の確保を支援する

「高知県事業承継・人材確保センター」を設置し、ＵＩターン就職促進事業と一体と

なって人材確保の取組を進めてきました。 

 

〇 平成２７年１２月からは、国の「プロフェッショナル人材戦略拠点事業」を活用し、

企業の求人ニーズにきめ細やかに対応する専任担当者を配置するとともに、首都圏で

の中核人材確保のため、県東京事務所に「求職コーディネーター」２名を県独自で配

置するなど、人材確保の体制を強化しております。 

 

○ 地方への人材還流を促進するためには、多くの多様な人材情報を収集し、地方の求

人ニーズとマッチングをしていく必要がありますが、求職コーディネーターの個別ア

プローチにより収集できる人材情報には限りがあり、十分なマッチングができていま

せん。 

 

○また、特に本県のような地の利の悪い地域では、面接等に係る移動時間や費用の負担

の大きさなども、地方に都市部の人材を呼び込むうえでの障害となっています。 
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